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5 「証明事務」の基本的な取扱いについてのガイドライン  

平成14年3月27日  

全国民生委員児童委員連合会  

民生委員・児童委員活動と証明事務に関する検討′ト委員会  

平成14年5月9日  

全国民生委員児童委員連 

平成14年度第1回全民児連評議員会において確認  

1．はじめに   

「証明事務」は、民生委員・児童委員の社会的信用と結びついて、行政等への協力活  

動をすすめるなかで行ってきた活動である。職務として明確に規定されてはいないもの  

の、住民の福祉の増進を図るために果たしてきた役割は大きい。   

しかしながら今日、住民の日常生活を取りまく環境は「自己責任」「自己決定」「契約」  

を前提としたものへと移行してきている。そのため、民生委員・児童委員が行ってきた「証  

明」は、社会的に「状況確認の結果」以上の意味合いをもって捉えられ、取扱われるよ   

うになってきた。   

さらに、ある状況を明らかにするための手段として第三者の証明が求められる場合、  

その社会的信用から民生委員・児童委員が証明者として指名されることが多い。そして、  

その内容は福祉の領域を超えるものにまで拡大されてきており、民生委員・児童委員が  

「証明事務」として行う活動の範囲をより広範なものにしている。   

住民が必要に応じてさまざまな福祉支援等を活用しながら自立した生活を送るために  

は、本人の意欲を促しながら、併せて、いわゆる「証明事務」という手段を用いた支援  

を行うことも求められる。   

しかし以上のような現状を考慮すると、「証明事務」の取扱いについては、今日改めて  

その確認が必要となっていることから、取扱いについての共通理解を図ることを目的に、  

ガイドライン（指針）を示すものである。   

なお、以下の内容は基本的な考え方であり、個人や世帯の支援のために有効な取扱い  

が行われるよう、地域の実情に合わせたルールづくり等について、 さらに検討がすすめ  

られる必要がある。  

2．取扱いについての基本的な考え方  

（1）「証明事務」に取組む際の基本的な視点   

今後、民生委員・児童委員活動においていわゆる「証明事務」を取扱うにあたっては、   

以下の基本的視点に立っものとする。  

⑦ 各庁への長窟をβ彪∠Lr行ラ  

「証明事務」は、住民が生活状況の改善や維持を行う際に必要となるものである。   

これは職務規定上、住民への相談・援助を行う者とされている民生委員・児童委員に  

とっては、住民への福祉サービスの一環として捉えることのできる活動である。  

また、行政等への協力活動を行う者としての職務規定に照らしても、住民への支援   

を目的として行う活動であると言える。  
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②働といラ表屠仁つい㌃考慮す届必屋がある   

契約社会の浸透によって、「証明」という言葉のもつ意味は非常に限定的なものと  

なってきている。民生委員・児童委員が行っている活動は、求められた内容についての  

確認できる範囲内での状況の結果であるが、「証明」という名称が－一人歩きし、唯一の  

証拠となる決定的な書類だという誤解を生じる可能性が指摘されている。   

したがって、現在「証明」と呼ばれている書類や行為は、確認できる範囲内での状  

況の結果であることから、「調査結果」「所見」「状況（確認）報告」等という呼称を用い  

ることが望ましい。   

③爛を贋居す名必要か湯名   

「証明事務」は、確認できる範囲内での状況の結果について言及することを原則と  

し、下記によってその対応を図る。  

丁）「  ≪対応するもの  

【前提条件】福祉サービスの利用等を目的とするもの   

いわゆる「証明事務」を行うことで住民の生活状況の改善や維持に対する支援となり、  

かつ、福祉サービスの利用等を目的とすることが、対応の大前提である。   

ア）法令や通知、棚引こ協力を定められているもの  

行政協力は民生委員・児童委員の職務である。よって、法律や施行令、通知、  

条令等に民生委員・児童委員の協力や援助・助言を求められているものについ  

ては、その対応を行う。   

イ）「補充性」をもつものとして扱われるもの  

公的機関の証明の他にさらにそれを補う確認が必要となるものは、対応する。  

≪対応しないもの≫  

ア）状況確認ができないもの  

住民の生活状況の改善や維持に対する支援であり、かつ、福祉サービスの利  

用等を目的としている場合であっても、本人や対象者と面識がなく（あるいはそ  

れに等しく）、生活状況の確認が困難な場合や、あいまいな場合は対応しない。  

イ）代替手段のあるもの  

公的機関の発行する書類で対応できる場合、また、私的機関・団体等自らが  

事実を調査し証明書類を発行することができる場合は、対応しない。  

ウ）法的証拠として取扱われるもの  

民生委員・児童委員は中立公平に住民に接する立場であることから、訴訟の  

なかで一方の住民側の証拠として提出されるものについては、対応しない。  

また、本来裁判所の判断により「証明」されるべきもの（相続放棄証明、養  

子縁組証明等）は、取扱わない。   

※なお、上記以外の場合で、公共性・中立性の高い機関－・団体等が、それぞれの独自   

規定により民生委員・児童委員の協力を求めている場合で、福祉サービスの利用等   

を目的としたものについては、必要に応じて対応するものとする。   

※ また、上記に関わる判断は、委員個人もしくは民児協において行うものとし、必要   

に応じて、行政や関係機関・団体等とも調整するものとする。  
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（2）取扱い上の留意点   

前述の「基本的な視点」をふまえ、さらに下記の点に留意する必要がある。  

・依頼された時点で、依頼事項への対応の可否や、い わゆる「証明（調査、確認な  

ど）」の効果の及ぶ範囲を本人に伝え、了解を得る。  

・ 協力を求められた内容について、本人の申立ての内容をよく聞き、本人が説明・  

依頼した内容を精査しながら、依頼内容に関する状況の確認をする。  

なお、あいまいな状況確認のままに対応しない。また、悉意的判断は厳に慎む。   

・客観的に確認できた状況についてのみ報告する。   

・ 記載する内容、目的、提出先を明確にしておく。   

・ 目的外の使用は避けるよう、依頼者に伝える。   

・ 作成した書類の写し等を手元に残しておく。またその際、保管を確実に行う。   

・ 対応について個人で判断できない場合は、必ず民児協で協議する。  

場合によっては、発行者を組織名とするなどの対応を行う。   

・ 本人以外の第三者から書類の作成等を依頼された場合は、本人の承諾が必要であ  

ることを伝えるとともに、その理由を必ず把握してから対応を判断する。   

・ 書類の作成や提出に際しては、個人のプライバシーに充分配慮する。   

・ 作成する書類については、できる限り「調査結果」、「所見」、「状況（確認）報告」  

等とするほか、その様式は、民児協で協議する。  

また、必要に応じて民児協から関係機関・団体等に理解を求める。  

（3）その他（決まった様式を持ち込まれた場合の対応）  

・ 「証明」「証明書」と書かれた規定の様式については、可能な限りそのままの様  

式には記載せず、民児協で協議・決定した様式を使用するようにする。  

ただし、法令、通知等に定められた「証明（書）」様式については、そのままの様  

式に記載するか否かについて民児協で協議し、具体的な対応策を取り決めておく。   

なお、上記の対応にあたっては、行政をはじめ関係機関・団体等と民児協とで検  

討し、そのルールづくりを行う。  

ー52－   



3．書類作成の際の基本的な手順  

書葉貞を発行：  

4．都道府県・指定都市民児協および市区町村民児協での対応   

主に以下の点については、それぞれの地域で取組む必要がある。  

（1）行政、関係機関・団体、また依頼者に対し、民生委員・児童委員が活動上対応でき  

る範囲について説明し、理解を求める。   

（2）民生委員・児童委員に基本的な取扱いを周知し、それぞれの地域で対応様式を協議  

する。   

（3）書類様式を組織で協議・決定する場合、必要に応じて行政をはじめ関係機関・団体  

との調整を行う。  

5．別添資料  

（1）「依頼書」「調査書、所見、状況（確認）報告」等の様式（参考例示）  

（2）対応すべきではない主な証明、行政機関で発行できる主な証明  
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（参考資料）．  
5．－（1）「依頼書」「調査書、所見、状況（確認）報告」等の様式（参考例示）  

様式1・2を複写式で作成しない場合は、調査書のコピーを手元に残し保管   

（様式1／民生委員・児童委員控）  

依 頼  

依頼日 平成  年  月   日  

（区市町村名）民生委員・児童委員  

様  

（依頼人）  

住  所  

電話番号  

氏  名  

下記第3項について、 調査（状況確認）を依頼します。  

※枠内は、太枠部分のみ、記入していただきます。  
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（参考資料）  

5．－（1）「依頼書」「調査書、所見、状況（確認）報告」等の様式（参考例示）  

様式1・2を複写式で作成しない場合は、調査書のコピーを手元に残し保管  

（様式2／本人あて）  

調 査 結 果  

（所見、状況確認報告）  

平成  年  月   日  

様  

（市区町村名）民生委員・児童委員   

氏  名   

依頼内容について調査（状況確認）を行った結果は、第4項のとおりです。  

※調査（状況確認）後に民生委員・児童委員が記入  整理No．   

発行日 平成  年  月   日  ※調査（状況確認）後に民生委員・児童委員が記入  

1 使用目的  

※依頼者本人が記入  

2 提出先  機関・団体名称  電話番号  

所在地  ※依頼者本人が記入  

3 調査（状況確認）依頼内容  

※依頼者本人が記入  

4 調査結果（所見、状況確認報告）  

□月□目～□日の間に、  

依頼内容にそって（訪問・△△に聴き取り）し、  

（調査・状況確認）を行った。  

その結果、000000000であることを確認した。  

※調査（状況確認）後に民生委員・児童委員が記入  

※必要に応じて、調査（状況把握）を行った時刻も限定すること  

この調査結果（所見、状況確認報告）は、「1」の使用目的以外には使用できません。  
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（参考資料）  

5．－（2）対応すべきではない主な証明、行政機関で発行できる主な証明  

●対応すべきではない主な証明  

調査、状況確認内容   主な用途   主な提出先   

・公示送達  ・裁判所、消費者金融、ロー  
ン・クレジット会社等  

住所地に不在である（居住し ていない）こと   ・担保物件の権利取得  
・貸金業者  

・土地の貸借関係の解除   ・弁護士  
・滞納電話料の免除   

・電話事業者   

住所地に居住していること   住宅取得控除申請   税務署   

無資力であること   
労災の第三者行為災害における加  

害者の無資力であることの証明   
労働基準監督署   

収入が減少している（無収入  

である）こと   
減税申告   市区町村行政税務所管課   

離職・退職したこと   保険申請・受給   ハロー ワーク、民間保険会社   

交通事故に遭ったこと   保険申請・受給   民間保険会社、共済組合   

罷災したこと 

仕事を休業していること   

事実婚をしていること   慰謝料請求等の訴訟資料   弁護士   

このほか、行政や私的機関・団体で証明できる（すべき）内容   

●行政機関で発行できる主な証明  
課税証明   

町界町名変更証明   

非課税証明   住居表示に関する証明   

納税証明   国民健康保険税課税（納税）証明   

専用住宅証明   国民健康保険被保険者資格（喪失）証明   

資産証明   国民年金受給者資格（喪失）証明   

戸籍謄本・抄本   介護保険料関する証明   

戸籍記載事項証明   市町村道認定証明   

身分証明（破産宣告の有無等民事事項に限る）   道路幅員証明   

住民票の写し   区市町村営住宅使用証明   

住民票記載事項証明   
中小企業信用保険法第2条第3項1号～第7号  
に規定する認定証明   

転出証明   農耕地であることの証明   

出生証明書   農家証明   

印鑑登録（抹消）証明   耕作証明   

不在籍・不在住証明（現住証明に限る）   小作料の証明   

外国人登録原票記載事項証明   海難証明   

埋葬・火葬許可証交付済証明   羅災証明   

建築許認可確認証明   火災証明  



6－（1）生活福祉資金の貸付実績等  
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6－（2）生活福祉資金の貸付決定件数等  
（単位：千円）  

更生貴会   身体陣書者   生活責童   犠牲賞金   住宅賞金   修学貴会   頭書・介さ等   緊急小口   災害雄渾   隷書寺   長期生活  賽保靂世帯向け   
王生貴会  資金   賞金   貴会   支援費金   支雄貴会  最期生話支壇責金  l†  

（5．601）  （5．68り   

招欄】30年度   187．095  187．095  

（17．119）  （2．096）  （9．086）  （28．301）   

35   796．191  58．27¢  269．176  1．123．643  

（12▲175）   （3．ヰ00）   （131）  （6．376）   （4．103）   （5．693）  （4．750）  （38．628）   

40   1．334．532   413．519   3．0鵬  56Z．653   165．365   304．790  435．032  3．2】8．957  

（83ヰ3）   （4．598）   （20了）  （9．419）   （4．088）   （4．459）  （2．792）  （33．906）   

45   1．779．946   1．123．975   15．894  1．704．877   171．1gl   448．083  395．929  5．639．495  
（5．48丁）   （4．511）   （357）   （2．481）   （7．989）   （5．339）   （1．733）  （634）  （之8．45り   

50   2.498.992 2.209.797 58．474   1¢1．557   3．608．689   605．972   220．293  155．839  9．519．813  
（666丁）   （4．糾8）   （639）   （7．314）   （7．104）   （8．751）   （1．025）  （702）  （36．850）   

55   47578丁8   3．809．227   241．546   1．283．1り   4．548．845   2．874．506   160．608  之71998  17．745．525  

（41X〉8）   （2623）   （585）   （369）   （3．766）   （10．089）   （1．184）  （371）  （22．995）   

6060 392：1729   3．249．g2丁   196．753   51．129   3．053．T18   4．127．¢12   247．894  Z13．878  15．084．る38  

（3797）   （之．4丁5）   （739）   （368）   （3．730）   （10．628）   （l．248）  （乙539）  （25．524）   

61   3.884,160 332：I474   298．028   54．818   3．388．460   4．47乙878   28b．101  369．501  16．079．420  

（2976）   （2．155）   （634）   （3丁4）   （3．054）   （10．771）   （1．072）  （606）  （21．642）   

62   3．091．7引   3．048．146   238．03g   64．887   3．007．247   4．840．970   260．801  511－103  15．060、924  

（2．321）   （1．964）   （558）   （421）   （2．523）   （9．925）   （837）  （184）  （t8．733）   

63   2348．155   2．82t；．599   214．0TT   83．653   2．604．416   4▲920．柑3   】g9．999  158．る03  13．355．695  

（1．842）   （之．453）   （547）   （2．889）   （2．394）   （8．873）   （75之）  （188）  （19．938）   

平成元   2.078.514 3．928．044   243．3，0   3．738．949   2．738．109   4．6tほ．064   191．364  16l．247  17．763．681  

（1576）   （2．417）   （481）   （3．762）   （2．680）   （8．349）   （607）  （28り  （20．153）   

1920100   3．980．508   220．294   4．870．932   3．335．g之1   4．786．802   181．用g  258．269  19．534．015  
（1．）   （2．208）   （442）   （2．955）   （2．853）   （8．4柑）   （527）  （1．101）  （】9．958）   

3   1,755.958 3．628．347   195．883   3．334．501   3．664．388   5．285．840   148．820  952．†53  ；－● ； ●  

（125之）   （1．614）   （469）   （2．304）   （2，340）   （8．537）   （535）  （130）  （17．181）   

4   1．515836   2．670．315   221．556   2．小柑．434   3．202．870   5．80丁．372   148．897  154．06之  1t；．188．342  

（1393）   （1524）   （537）   （2．441）   （2．313）   （9．693）   （524）  （427）  （t8．852）   

5   1734．729   2．857．133   2丁9．0之7   2．595．635   3．304．989   7．082．797   145．14之  547．895  1臥347．327  

（1324）  （1187）  （490）  （2．278）  （1．886）   （10．353）  （450）    （221）  （18．189）   

6   16216丁2   2129．437   235．528   2．441．254   2．764．055   7．785．462   128．715  281．78t  17．387．904  

（1149）   （1．0ヰ0）   （420）   （2．063）   （1．664）   （10．515）   （419）  （105）  （17．375）   

丁   1480572   1．897．686   217．351   2．柑7．638   乙598．738   8．43丁．828   121．681  130．033  り．071．525  

（1025）   （885）   （471）   （2．126）   （l，478）   （11．0丁4）   （523）  （5丁）  （り．839）   

8   1176232   1639．076   217．878   2．294．928   2．317．547   g．136．683   】44．830  71．517  16．998．489  

（938）   （744）   （458）   （1．783）   （l．123）   （11．152）   （529）  （100）  （16．827）   

9   1.254.489 1428845   233．389   1．853．716   1．739．458   9．409．708   146．920  121．404  18．188．729  

（892）   （）   （475）   （†．917）   （999）   （1†．377）   （55t；）  （72）  （†6．892）   

10   1.2135322 1.117.152 242．898   ； ●   1．498．684   9．609．419   152．805  75．869  15．748．892  

（859）   （450）   （435）   （1．695）   （丁31）   （9．217）   （493）  い37）  （14．017）   

1.183.861 797．802   210．〇46   1．594．191   1．068．703   7．854．622   136．734  143．627  l乙789．886  

（856）   （357）   （之．140〕   （1．772）   （580）   （7．802）   （538）  （48）  （13，893）   

12   810658   81之150   527．430   1．548．50（；   857．087   6．091．731   146．427  51．246  10．643．235  

（563）   （293）   （308）   （1．448）   （477）   （7．921）   （431）  （82）  （】1．523）   

13   580154   497．376   148．003   1．253．31¢   72l．421   6．182．824   120．024  96．832  ● －＝ ● ●  

（585）   （24t∋）   （402）   （1．S24）   （412）   （9．090）   （691）   －   （37）   （4．582）   （0）  （け．598）   

14   583419   413．681   197．365   1．之48．518   53l．153   7．258．703   168．968   1．420   35．920   5．5り．269   0  15．g54．414  

（54丁）   （199）   （12）   （1．453）   （364）   （8．758）   （363）   （2．008）   （50）   （4．738）   （136）  （19．128）   

15   574．783   310．2丁4   6．¢20   1．098．＄36   512．525   8．771．76（；   507．984   97．456   50．631   7．032．259   2．585．555  19．548．489  

（524）  ●   （296）   （7．641）   （639）   （4．520）   ●：   （2．636）   （139）  （け．955）   

16   703108  1．029．262   406，685   6．499．805   448．542   398．015   201．784   4．032．866   2．432．983  16．151．050  

（461）  （1．197）   （232）   （7．163）   （581）   （1．543）   （59）   （1．303）   （142）  （12．る81）   

17   597813  855．855   384．0丁6   6．43l．171   405．85g   75．125   65．503   1．826．216   2．819．583  13．44t．201  

（355）  ‖．044）   （185）   （6．¢84）   （484）   （1．174）   （38）   （969）   （123）  （11．034）   

18  456．727      丁37．727  293．956  5．818．920   331．129   55．428   38．407   1．393．804   2．13（；．907  11．263．085  
（319）  （1．033）  （6．732）   （408）   （1．514）   （39）   （870）   （＝‖）   （135）   （11．191）   

19   376．613  884．994  5，448．715   279．812   99．193   4（；．871   1．247．り6   2．455．193   1．007．589   11．844．156   

（注） 1．（）内は、件数を示   、‾r。   

之，生活資金には、昭和35年度まで茶毘補修費が含まれている。  
3．昭和購年度までの生活資金の出産費、葬祭費及び住宅資金の転宅糞は昭和47年度以降福祉資金として貸付けられている。  
4．縫書舌支援費金の平成14年度分には、一部平成13年度分を含む。   



6－（3） 平成19年度 生活福祉資金 貸付決定件数及び金額  

（単位：件）  （単位：千円）  

NO．   都道府県   貸付決定件数   貸付決定金額   

北海道   885   766 638   
2   青森県   167   199，535   

▼▼1‾】 

3   岩手県   333   盃8616   
4   宮城県   53   44, 244 
5   秋田県   230   315918   
6   山形県   169  169688   
7   福島県   292   140，418  
8   茨城県   159   101059  
9   栃木県   78   
10   

106，619  
群馬県   56   65，456   
埼玉県   84   124 816   

12   干葉県   326  390, 59q 
13   東京都   1，417  †981061   
14   神奈川県   331   511654   
15   新潟県   293   182, 249 
16   富山県   田   73, 320 
17   石川県   86   54, 526 
18   福井県   42   46, 376 
19   山梨県   10   40，341  
20   長野県   173   141401  
21   岐阜県   114 _ 80111   
22   静岡県   203   141304   
23   愛知県   178   
24   

272914  
三重   56   138026   

25   滋賀県   104   148, 877 
26   京都府   748   356, 299 
27   大阪府   1，743  2118304   
28   兵庫県   325   
29   

347667  
奈良県   417   257777   

30   和歌山県   18  13650   
31   鳥取県   18   
32   

17635  
島根県   114   87648   

33   岡山県   50   
34   

104, 81555 
広島県   92   64, 436 

35   山口県   67   98, 842 
36   徳島県   91   
37   

109439  
香川県   34   53211   

38   愛媛県   123   101344   
39   高知県   臥   

40   

124213  
福岡県   401   558, 061 

41   佐賀県   5   6 

42   長崎県   374   318149   
43   熊本県   127   117941   
44   大分県   93   113172   
45   宮崎県   77   78191   
46   鹿児島県   91   74, 459 
47   沖縄県   196   

合 計  
156733  

11，191  11，844，156   

「   

▼
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－
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6－（4）生活福祉資金の広報の取組状況について  

都道府県における広報の取組状況  
（複数回答可）  

35   30  



7 都道府県別のホームレス数  

都道府県名  19年  20－19  20－15  

男  女  不明  計   調査   調査   増△減   増△滅  

堆 嘩 道   129 9  7  145   161   142   △16   3   

青 森 県   2  0  0  2   7   △5   △14   

岩 手 県   1  2  2  32   △ら   5   

耳塀 県   9   2  110 144   222   △54  △112   

秋 田 県   10  0  0  10   8   13   2   △ 3   

吐 形 県   6   1  0  7   24   △ 4   △17   

額皐 県   2   3  0  5   鱒   △16   

茨 埠 畢   73  12  1  8   7   130  8  △ 44   

埠 木 県   78  3  0  7   134  2  △53   

群 馬 県   3  0  87   10   

埼 車 県   558   18 21  早97   781   8軍9   △184  △ 232   

千葉 県   47  29  22  52   594   668   牟70  △144   

東 京都  3，716  80  0    3，796  4，690  6，361   △ 894  △ 2，565   

神奈川 県  1，645  39  36  1，720  2，020  1，928   △ 300  △ 208   

新 由 痕   3  1  0  51   74   △13   △ 36   

富 山県   22  1  0  23   29   24   △6  △！   

石 川 県   1  0  0  21   41   

届 束痕   0  2  0  3   41   24  些9  8   

叫 梨 県   5  0  6  4   51   些1   △10   

長 野 県   l   2 0  9   37   △16   △ 24   

岐 阜 県   58  6  3  67   59   寧6  8  牟19   

藤岡 凛   22  9  315   β5  5  

愛 知 県   670  1  851   1023  2，121   △172  △1，270   

三 重 県  66「   68   61   鱒   7   買2   

滋 賀 県   20   0  20   32   57   △12   △ 37   

京 都 府  338   14 1 49  401   407   6¢q   △ 6  △ 259   

大 阪 府  3 957  114   262  4，333  4，911  7，757   △ 578  △ 3 424   

11   42  575 627   947   △ 52  △372   

奈 良 県   兵庵頂  522  0   19   22   14   △ 3   5  

和歌 山県   60 1 5   9  74   70   90   4   △16   

鳥 取 県  2J O  3   6  13   △ 3   △10   

二宮二二重二直二   4】  4   7   4   n3I_I_ 0  

岡山県                    60  4  67   67 

85   65   △18   2   

3  0  38   ▲】  231  △15  △ 93   
山 口 県  【 2  一票十   23  33  △ 2   △12   

徳 島 県  13  0   13  33  14   △ 20   △1   

香 川 県  ■▼‾′‾▲   17  5  2  2 46   ≠ゝ10   △ 22   

憂痩画   37   3  0   40   j旦   85   15   △ 45   

高 知 県   20   0  ＋                        4  24   23   23   
福 岡 県   921   1，082  1，177  1，187   △ 95  △105   

佐 賀 県   o  43   41   41   2   2   

長 崎 県   36  L                   10  口  30   41   △ 30   

熊 本 県   △13  

大 分 県  ‾－‾ 35   45  39  △10   四      △19         86   4 0  21 0  111  1jO  124  口  些 ．  

宮 19   2   6   27   35   22   △ 8   5   

50   7  59 _ 62   80  n3 ＿   △旦1   

沖縄県  昼旦屋昼¶     2  200   167  158   33   42  

合  計  14，707   531  780  16，018  18，564  25，296  △2，546  △9，278   
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＞  ホームレス施策を実施している自治体におけるホームレス数   → 40％減少   

レ  ホームレス施策を実施していない自治体におけるホームレス数 →15％減少   



9 生協法施行規則等の一部改正について  

「消糞生活協同組合法施行規則の一部を改正する省令（案）」  

についての意見募集  

平 成 21年 2 月1 6 日  
厚生労働省社会・援護局地域福祉課   

今般、消責生活協同組合法施行規則の改正を検討しており、改正に先立って、  

省令案について広く御意見・御提案を募集します。   

つきましては、本案に関して御意見・御提案のある場合には、下記により御  

提出ください。  

記  

見募集対  

消貴生活協同組合法施行規則の一部を改正する省令（案）  

見提出要  

1．意見募集期限   

平成21年3月17日（火）17時 ※郵送の場合は同日必着  

2．意見の提出方法   

（1）インターネットの場合（ここをクリックしてください）  

＊入力フォームの「※件名」欄に「消貴生活協同組合法施行規則  

の一部を改正する省令（案）への意見」と入力してください。  

（2）ファクシミリの場合  

別紙の意見提出様式に則して、日本語で記載の上、御意見を提出し   

て下さい。   

FAX番号：03－3592－1459   
厚生労働省社会・援護局地域福祉課  
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